
 貸  借  対  照  表 

2021年 3月 31日現在

科          目 金        額 科          目

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

円 円

575,295,746 1,629,145,766

124,427,942 463,751,965

325,788,985 69,815,105

10,652,963 210,406,868

70,735,505 685,923,083

14,348,612 574,380

30,135,374 12,892,071

△ 793,635 2,105,945

86,814,349

  96,862,000

316,111,061 572,694,172

186,697,826 567,406,982

25,010,146 287,190

3,444,920 5,000,000

43,221,090

3,855,826 負      債      合      計 2,201,839,938

107,368,084 純　資　産　 の 　部

797,760

3,000,000 △ 1,310,433,131

80,942,715 100,000,000

10,024,735   300,000,000

70,917,980 △ 1,710,433,131

48,470,520   4,800,000

100,000 △ 1,715,233,131

1,079,000

15,795,966 純  資  産      合      計 △ 1,310,433,131

31,495,554

資      産      合      計 891,406,807 負債および純資産合計 891,406,807

そ の 他 の 投 資 等

電 話 加 入 権 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

投 資 有 価 証 券 繰 越 利 益 剰 余 金

出 資 金

差 入 敷 金 ･ 保 証 金

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定 株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 資 本 金

工 具 ・ 器 具 備 品

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 物 ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 長 期

構 築 物 預 り 保 証 金

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

預 り 金

賞 与 引 当 金

前 払 費 用 ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 短 期

そ の 他 の 流 動 資 産 未 払 消 費 税 等

貸 倒 引 当 金 - 短 期 未 払 法 人 税 等

売 掛 金 買 掛 金

商 品 未 払 金

貯 蔵 品 未 払 費 用

金        額

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 CMS 短 期 借 入 金



個　別　注　記　表

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 　その他有価証券（市場価格のないもの）の評価は、総平均法による原価法によっ

ております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 　棚卸資産の評価は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）によっております。

（３）固定資産の減価償却の方法

① 　有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。

② 　無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)�

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

①   貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込み額に基づき計上しております。

③ 　賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（５）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２.当期純損益

当期純利益 △1,368,308,613円


